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告　　　　　示

○急傾斜地崩壊危険区域の指定…………………………（砂防課）３
○土砂災害警戒区域の指定の解除（２件）……………（　〃　）３
○土砂災害特別警戒区域の指定の解除（２件）………（　〃　）４
○土砂災害警戒区域の指定（２件）……………………（　〃　）４
○土砂災害特別警戒区域の指定（２件）………………（　〃　）４
　　　公　　　告
○入札公告………………………………………………………………５
　　　企業局企業管理規程
○企業職員の給与に関する規程の一部を改正する
　企業管理規程…………………………………………………………10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく指定介護機関の所在地の変
　更（２件）…………………………………………（福祉保健課）１
○指定障害児通所支援事業者の指定………………（障がい福祉課）１
○林業用種苗生産事業者の登録……………………（森林経営課）２
○牛、馬、めん羊、山羊、豚等、家きん及び蜜蜂
　の監視伝染病の発生予防のための検査の実施…（家畜防疫対策課）２
○道路の供用の開始…………………………………（道路保全課）３

宮崎県告示第 114号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第５項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関から次の
とおり変更した旨の届出があった。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　届出をした指定介護機関

居宅介護事業者 居宅介護事業所

名　称 主たる事務所の所
在地 名　称 所　在　地

医療法人
浩洋会

宮崎市船塚三丁目
 141番地

訪問看護
ステーシ
ョンかど
がわ

東臼杵郡門川町東
栄町４丁目６－３

居宅介護事業所の所在地 変　更
年月日変　更　前 変　更　後

東臼杵郡門川町東栄町４
丁目５－12

東臼杵郡門川町東栄町４
丁目６－３

令和６年
９月２日

２　届出事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 115号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第５項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関から次の
とおり変更した旨の届出があった。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　届出をした指定介護機関

居宅介護事業者 居宅介護事業所

名　称 主たる事務所の所
在地 名　称 所　在　地

社会福祉
法人　報
謝会

西諸県郡高原町蒲
牟田7456番地１

グループ
ホーム　
ミューズ
の空高崎

都城市高崎町大牟
田6454

２　届出事項

居宅介護事業所の所在地 変　更
年月日変　更　前 変　更　後

都城市高崎町大牟田1260
－２

都城市高崎町大牟田6454 令和７年
１月８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 116号
　児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第21条の５の３第１項に規
定する指定障害児通所支援事業者を次のとおり指定した。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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事 業 所
番 号

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 所

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 者 指　定

年月日

事　業　等

の　種　類名　　　称 所　在　地 名　　　称 主 た る 事 務
所 の 所 在 地

4550500237 キッズステーショ
ン　さんさん

小林市野尻町三ケ
野山丸山4354番地
12

社会福祉法人燦燦
会

小林市堤2950番地 令和７年３月１日 放課後等デイサ
ービス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 117号
　林業種苗法（昭和45年法律第89号）第10条第３項の規定により、
次のとおり林業用種苗生産事業者の登録をした。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

登録

番号

生産事業者の氏名

又は名称及び住所

生産事業の内容 事務所の名称

及び所在地　種穂 苗　木

1431 池田　裕一
宮崎県宮崎市東大
宮１丁目６番34号

採取
精選

幼苗の育
成

ユウキャンファー
ム池田裕一
宮崎県宮崎市東大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 118号
　牛、馬、めん羊、山羊、豚等、家きん及び蜜蜂の監視伝染病の発
生を予防するための検査を次のとおり実施するので、家畜伝染病予
防法（昭和26年法律第 166号）第５条第１項の規定により、検査の
対象となる牛、馬、めん羊、山羊、豚等、家きん及び蜜蜂の所有者
に対し当該検査を受けることを命ずる。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

宮１丁目６番34号

家畜の
種　類

監視伝染病の種類 家畜の範囲 検査の方法
実践する
区　域

実施の期日

牛 口蹄疫 実施区域内で飼育されている牛で、家畜保健衛
生所が検査牛として選定した牛

一般臨床検査及び抗体
検査又は遺伝子検査

県内一円 令和７年４月
１日から令和
８年３月31日
まで

ブルセラ症 エライザ検査
結核 ツベルクリン皮内反応
ヨーネ病 一般臨床検査及び抗体

検査又は遺伝子検査牛伝染性リンパ腫
アカバネ病
チュウザン病
アイノウイルス感染症
イバラキ病
牛流行熱
ランピースキン病 一般臨床検査及び遺伝

子検査
牛ウイルス性下痢 一般臨床検査及び抗原

検査
伝達性海綿状脳症 エライザ検査

馬 馬伝染性貧血 実施区域内で飼育されている馬で、家畜保健衛
生所が検査馬として選定した馬

一般臨床検査及び抗体
検査馬インフルエンザ

馬パラチフス 一般臨床検査及び細菌
検査馬伝染性子宮炎

めん羊及
び山羊

口蹄疫 実施区域内で飼育されているめん羊及び山羊で
、家畜保健衛生所が検査めん羊及び山羊として
選定しためん羊及び山羊

一般臨床検査及び抗体
検査又は遺伝子検査

伝達性海綿状脳症 月齢又は推定月齢が満18月以上で、家畜保健衛
生所が検査めん羊及び検査山羊として選定した
めん羊及び山羊

ウェスタンブロット法

豚等 口蹄疫 実施区域内で飼育されている豚等で、家畜保健
衛生所が検査豚等として選定した豚等

一般臨床検査及び抗体
検査又は遺伝子検査豚熱

アフリカ豚熱
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オーエスキー病
伝染性胃腸炎
豚繁殖・呼吸障害症候
群
豚流行性下痢

家きん 高病原性鳥インフルエ
ンザ

実施区域内で飼育されている家きんで、家畜保
健衛生所が検査家きんとして選定した家きん

一般臨床検査及び抗体
検査又は遺伝子検査

低病原性鳥インフルエ
ンザ
ニューカッスル病
家きんサルモネラ症 一般臨床検査及び細菌

検査鳥マイコプラズマ症
蜜蜂 腐蛆病 実施区域内で飼育されている蜜蜂で、家畜保健

衛生所が検査蜜蜂として選定した蜜蜂
一般臨床検査又は細菌
検査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 119号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和７年３月６日から同年同月20日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

国道  327号 日向市東郷
町山陰字城
ケ尾丙 621
番１地先か
ら同市同町
山陰字前坂
丙 737番１
地先まで

令和７年３月６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 120号
　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第
57号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区
域に指定する。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　吉野－新②地区
　⑴　区域の表示
　　　次に掲げる土地に存する標柱１号から標柱13号までを順次結
　　んだ線及び標柱１号と標柱13号を結んだ線により囲まれた土地
　　の区域
　⑵　標柱の表示

標柱番号 標 柱 の 存 す る 土 地
１ 延岡市吉野町1588番２
２ 　〃　　〃　1588番２
３ 　〃　　〃　1588番１

４ 　〃　　〃　1588番１
５ 　〃　　〃　1588番１
６ 　〃　　〃　1501番
７ 　〃　　〃　1505番
８ 　〃　　〃　1506番
９ 　〃　　〃　1595番
10 　〃　　〃　1596番
11 　〃　　〃　1596番
12 　〃　　〃　1597番
13 　〃　　〃　1597番

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 121号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定により、平成19年宮
崎県告示第 435号で指定した次の土砂災害警戒区域の指定を解除す
る。
　なお、解除する土砂災害警戒区域の表示については、次の図のと
おりとする。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害警戒区域
の 渓 流 番 号 又 は
箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

宮 崎 市 吾 田 谷 ４ 01－ 201−１－ 013 土 石 流

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県宮崎土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 122号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定により、平成24年宮
崎県告示第 342号で指定した次の土砂災害警戒区域の指定を解除す
る。
　なお、解除する土砂災害警戒区域の表示については、次の図のと
おりとする。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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市町村名 地 区 名
土砂災害警戒区域
の 渓 流 番 号 又 は
箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

宮 崎 市 松 ヶ 迫 Ⅰ－１－3060 急傾斜地の崩壊

宮 崎 市 西 田 Ⅱ－１－4171 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県宮崎土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 123号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規定により、平成27年宮
崎県告示第 216号で指定した次の土砂災害特別警戒区域の指定を解
除する。
　なお、解除する土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の
規制に必要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする
。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

宮 崎 市 吾 田 谷 ４ 01－ 201−１－ 013 土 石 流

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県宮崎土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 124号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規定により、平成24年宮
崎県告示第 343号で指定した次の土砂災害特別警戒区域の指定を解
除する。
　なお、解除する土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の
規制に必要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする
。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

宮 崎 市 松 ヶ 迫 Ⅰ－１－3060 急傾斜地の崩壊

宮 崎 市 西 田 Ⅱ－１－4171 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県宮崎土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 125号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定により、次のとおり

土砂災害警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害警戒区域の表示については、次の図のとおりとす
る。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害警戒区域
の 渓 流 番 号 又 は
箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

宮 崎 市
吾田谷２－
新①

01－ 201−１－ 014
－新①

土 石 流

宮 崎 市 吾 田 谷 ４ 01－ 201−１－ 013 土 石 流

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県宮崎土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 126号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害警戒区域の表示については、次の図のとおりとす
る。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害警戒区域
の 渓 流 番 号 又 は
箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

宮 崎 市 松 ヶ 迫 Ⅰ－１－3060 急傾斜地の崩壊

宮 崎 市 西 田 Ⅱ－１－4171 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県宮崎土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 127号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害特別警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の規制に必
要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

宮 崎 市
吾田谷２－
新①

01－ 201−１－ 014
－新①

土 石 流

宮 崎 市 吾 田 谷 ４ 01－ 201−１－ 013 土 石 流

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
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び宮崎県宮崎土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 128号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害特別警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の規制に必
要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

宮 崎 市 松 ヶ 迫 Ⅰ－１－3060 急傾斜地の崩壊

宮 崎 市 西 田 Ⅱ－１－4171 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県宮崎土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

公　　　　　告

入札公告
　総合評価一般競争入札を次のとおり実施する。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　一般競争入札に付する事項
　⑴　特定役務の件名　令和７年度自治体ＤＸサポート強化業務
　⑵　特定役務の特質等　令和７年度自治体ＤＸサポート強化業務
　　委託仕様書（以下「仕様書」という。）による。
　⑶　履行場所　宮崎県庁舎内及び県が指定する場所
　⑷　履行期間　この一般競争入札に係る契約締結の日から令和８
　　年３月31日まで
　⑸　入札方法　⑴の特定役務について総合評価一般競争入札を実
　　施する。
　　　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載した金額に当該
　　金額の 100分の10に相当する金額を加算した金額（１円未満の
　　端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札
　　価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
　　事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約
　　希望金額の 110分の 100に相当する金額を入札書に記載するこ
　　と。
２　一般競争入札に参加する者に必要な資格
　　この一般競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要
　件を全て満たす者とする。
　⑴　令和７年宮崎県告示第62号に規定する資格を有する者で、業
　　種がサービス（役務の提供）に関する業種であること。
　⑵　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４第１
　　項に該当する者でないこと。
　⑶　この一般競争入札に係る落札者決定の日から契約が確定する
　　日までのいずれの日においても、県からの発注業務に関し、入
　　札参加資格停止又は指名停止の措置を受けていないこと。
　⑷　会社更生法（平成14年法律第 154号）第17条第１項に規定す

　　る更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第 225
　　号）第21条第１項に規定する再生手続開始の申立ての事実があ
　　る者にあっては、当該手続開始決定後、一般競争入札参加資格
　　に係る随時の審査による認定を受けている者であること。
　⑸　役員等（個人である場合はその者、法人である場合はその役
　　員又は支店若しくは営業所を代表する者をいう。）が暴力団関
　　係者（宮崎県暴力団排除条例（平成23年宮崎県条例第18号）第
　　２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）であ
　　ると認められる者又は暴力団関係者が経営に実質的に関与して
　　いると認められる者でないこと。
３　物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格等を得るため
　の申請の方法
　　２⑴に掲げる資格を有しない者で、参加を希望するものは、次
　により参加資格等を得るための申請を行うこと。
　⑴　申請用紙等を配布する場所及び受付場所　宮崎県会計管理局
　　物品管理調達課物品調達担当　郵便番号 880－8501　宮崎市橘
　　通東２丁目10番１号　電話番号0985（26）7208
　⑵　申請書類の受付期間　令和７年３月６日（木）から令和７年
　　３月13日（木）まで（土曜日及び日曜日を除く。午前９時から
　　午後５時まで）とする。ただし、受付期間の終了後も随時受け
　　付けるが、この場合には入札資格審査が入札に間に合わないこ
　　とがある。
　　　なお、入札に間に合わないおそれがあると認められるときは
　　、あらかじめ、その旨を当該申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所及び期間
　⑴　場所　宮崎県総合政策部デジタル推進課地域デジタル担当　
　　郵便番号 880－8501　宮崎市橘通東２丁目10番１号　電話番号
　　0985（26）7046
　⑵　期間　令和７年３月６日（木）から令和７年３月24日（月）
　　まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時
　　まで）
５　令和７年度自治体ＤＸサポート強化業務に係る総合評価一般競
　争入札説明書（以下「入札説明書」という。）及び仕様書の配布
　場所並びに配布期間
　⑴　配布場所　宮崎県総合政策部デジタル推進課地域デジタル担
　　当
　⑵　配布期間　令和７年３月６日（木）から令和７年３月24日（
　　月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後
　　５時まで）
６　一般競争入札事前説明会
　　一般競争入札事前説明会は実施しない。
７　一般競争入札参加申込書の提出場所、提出期限及び提出方法
　　一般競争入札への参加を希望する者は、次により入札参加申込
　書を提出すること。
　⑴　提出場所　宮崎県総合政策部デジタル推進課地域デジタル担
　　当
　⑵　提出期限　令和７年３月13日（木）午後５時（送付にあって
　　は、同日午後５時必着）
　⑶　提出方法　持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又はそ
　　れと同等の手段により提出すること。）
８　入札書及び企画提案書等（以下「入札書等」という。）の提出
　場所、提出期限及び提出方法
　⑴　提出場所　宮崎県総合政策部デジタル推進課地域デジタル担
　　当
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　⑵　提出期限　令和７年３月24日（月）午後５時（送付にあって
　　は、同日午後５時必着）
　⑶　提出方法　持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又はそ
　　れと同等の手段により提出すること。）
９　入札保証金
　　入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則
　第２号）第 100条の規定による。
10　入札の無効に関する事項
　次のいずれかに該当する者のした入札は、無効とする。
　⑴　この公告に示した入札参加資格のない者若しくは当該入札参
　　加資格を満たさなくなった者又は入札者に求められる義務を履
　　行しなかった者
　⑵　入札参加申込書及び入札書等に虚偽の記載をした者
　⑶　２件以上の入札をした者
　⑷　提出期限までに入札参加申込書を提出しなかった者
　⑸　提出期限までに入札書等を提出しなかった者
　⑹　自己のほか、他人の代理人を兼ねて提案した者
　⑺　２人以上の代理人をした者
　⑻　金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱し、又は不明な入札
　　書等を提出した者
11　総合評価の方法に関する事項
　　令和７年度自治体ＤＸサポート強化業務落札者決定基準は、次
　のとおりとする。
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12　落札者の決定の方法
　　有効な入札書等を提出した者であって、宮崎県財務規則第 122
　条第１項の規定により定める予定価格の範囲内の価格をもって入
　札したものの中から、地方自治法施行令第 167条の10の２の規定
　による総合評価一般競争入札を行い、落札者を決定する。
　　審査に当たっては、入札参加資格審査で選定された者を対象と
　して企画提案説明を実施し、令和７年度自治体ＤＸサポート強化
　業務落札者決定基準により算出した技術点と価格点との合計点が
　最高得点となった者を落札者（最高得点となった者が２者以上の
　場合は、令和７年度自治体ＤＸサポート強化業務落札者決定基準
　の定めるところによる。）とする。
13　契約に関する事務を担当する部局等
　　宮崎県総合政策部デジタル推進課地域デジタル担当
14　一般競争入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨
15　その他
　⑴　本特定役務の入札参加に要する一切の費用は、入札者の負担
　　とする。

16　Summary 
　⑴　Nature and Quantity of Goods and/or Services Required:    
　　Local government DX Support work
　⑵　Time-limit for Submission of Tenders: 5:00 p.m, March 24- 
　　th, 2025
　⑶　Contact point for the notice: Digital Administration Divi-
　　sion, Prefectural Policy Department, Miyazaki Prefectural 
　　Government, 2-10-1 Tachibana-dori Higashi, Miyazaki-shi ,    
　　Miyazaki Prefecture, 880-8501, Japan Tel: 0985-26-7046

　⑵　この一般競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に
　　基づく政府調達に関する協定の適用を受ける。
　⑶　特定調達に係る苦情処理の関係において、宮崎県政府調達苦
　　情検討委員会設置要綱（平成26年６月23日会計管理局会計課定
　　め）に定める宮崎県政府調達苦情検討委員会が調達手続の停止
　　等を要請する場合がある。この場合、調達手続の停止等があり
　　得る。
　⑷　その他この一般競争入札に関する詳細は、入札説明書による
　　。

企業局企業管理規程

　企業職員の給与に関する規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和７年３月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　松　浦　直　康　
宮崎県企業局企業管理規程第１号
　　　企業職員の給与に関する規程の一部を改正する企業管理規程
　企業職員の給与に関する規程（昭和35年宮崎県企業局企業管理規程第10号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表第１（第２条の２関係） 別表第１（第２条の２関係）

職 職務の級 支給額
副局長 　［略］

８級 117,500円
　［略］

職 職務の級 支給額
副局長 　［略］

８級 117,100円
　［略］

　　　附　則
　この企業管理規程は、公表の日から施行し、この企業管理規程による改正後の企業職員の給与に関する規程の規定は、令和６年４月１日
から適用する。
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